	総務まちづくり委員会会議録 要 旨

	開会日
	平成２２年１２月１０日（金）午前１０時００分

	閉会日
	平成２２年１２月１０日（金）午後　０時１２分

	場所
	長久手町役場西庁舎第７・８会議室

	出席委員
	委 員 長　　金沢裕次郎　　

副委員長　　木村さゆり
委　　員　　加藤　武　　　川合保生　　　丹羽茂雄
　　　　　　水野竹芳　　　吉田ひでき

	欠席委員
	な　し

	欠員
	な　し

	会議事件のため出席した者の職氏名
	町長　加藤梅雄
総務部長　福岡久申　

同次長兼人事秘書課長　川本忠

財政課長　山下幸信

同課長補佐兼財政係長　福岡智浩

行政課長　浅井十三男　　
同行政監査室長　青山均

同課契約検査係長　飯島淳
同課庶務係長　水野敬久

まちづくり推進部長　鈴木孝美

企画政策課長　加藤正純

同課企画情報係長　柴田浩善

保健福祉部次長兼福祉課長　伊藤泉　　
同課福祉係長　浅井俊光

保健医療課長　浅井雅代

子育て支援課長　川島健司

生活環境部次長兼環境課長　戸田鐘嗣

税務課長　加藤俊郎

同課長補佐　星島ひとみ

建設部産業緑地課長　加藤明

教育総務課庶務教育係長　川瀬浩司

同学校建設室建設係長　日比野裕行

消防長　伊藤正彦

消防本部総務課長　寺島一裕　　　同課予防係長加藤勲　　　　　　　　　　　　　　
計２４人

	職務のため出席した者の職氏名
	副議長　水野とみ子
議会事務局長　岩松節明　　　同補佐　中西直起

	会議録
	別紙のとおり


別紙

委員長　　　　開会宣言。
議案第５０号

水野(竹)委員　軽自動車税の収入増は何台分か。
税務課長　　　 ２００台分である。
吉田委員　　　地域介護・福祉空間整備交付金について、グループホームでのスプリ
ンクラーの設置状況はどのようか。また、全額補助か。

財政課長　　　消防法では床面積２７５㎡以上が対象になり、サポート東名長久手で

の施工で１００％になる。交付基準額は、9,000円／㎡。４８１㎡で

4,329千円になるが、実際の工事費はもう少し多いと考えられる。
水野(竹)委員　住民情報システム更新業務委託等について、金額が高止まりでないか。

企画政策課長　この業務委託は、住民基本台帳法の改正に伴い、新しいシステムに移

行させるための臨時経費である。現在の契約業者である日本電子計算

㈱からの見積りに基づいた金額であり、適正と考える。
吉田委員　　　住民基本台帳システムの次の更新時期はいつになるのか。
企画政策課長　平成２４年２月までの長期継続契約であり、あわせての更新を考えて
いる。
吉田委員　　　平成２４年までにシステムの変更はあるのか。
企画政策課長　今回の補正は、法改正と、現行システムの更新準備のため、あわせて

委託する経費である。
加藤委員　　　土木費での人件費増加の理由は何か。社会教育費での理由は何か。

人事秘書課長　土木費については、人事異動による課内の人数増加と年齢構成が変

　　　　更したことによる人件費精査の結果である。社会教育費は、増加はな

いが、配置した職員の年齢構成が変更した結果である。人事院勧告の

引き下げも要因としてある。
加藤委員　　　給食センター建設事業費の減額について、厨房機器をプロポーザルで

決めた経費の差金は含むのか。
学校建設室建設係長
　　　厨房機器は、給食センター工事全体の枠組みの中で発注しているので、

減額補正の理由となった差金には含まれていない。105,558千円は給
食センター建設工事の入札差金である。
加藤委員　　　厨房機器は、プロポーザルの金額どおりに契約したのか。

建設係長　　　給食センター建設事業継続費の全体の枠組みの中で発注し、適正に処

理している。
　　　　質疑及び意見を終了。
討論は、反対討論なし。賛成討論なし。
採決の結果、議案第５０号長久手町平成２２年度長久手町一般会計補正予算（第３号）は原案のとおり可決することに全員が賛成。
議案第５０号は原案のとおり可決。

　　　　　　　　　（　休　憩　）
議案第５４号

行政課長　　　議案第５４号長久手町保育所の設置及び管理に関する条例等の一部

を改正する条例について説明。

　　　　質疑及び意見もなく終了。

討論は、反対討論なし。賛成討論なし。

採決の結果、議案第５４号長久手町保育所の設置及び管理に関する条例等の一部を改正する条例については原案のとおり可決することに全員が賛成。

議案第５４号は原案のとおり可決。

議案第５９号

消防総務課長　議案第５９号長久手町使用料及び手数料条例の一部を改正する条例
について説明。

　　　　質疑及び意見もなく終了。

討論は、反対討論なし。賛成討論なし。

採決の結果、議案第５９号長久手町使用料及び手数料条例の一部を改
正する条例については原案のとおり可決することに全員が賛成。

議案第５９号は原案のとおり可決。

議案第６１号

企画政策課長　議案第６１号尾張東部地区広域行政圏協議会の廃止について説明。

加藤委員　　　国の広域行政圏計画策定要綱が平成２１年３月に廃止されてから、２

年近くが過ぎて今回の町の判断になったのはなぜか。
企画政策課長　国の要綱の廃止は平成２１年だが、その際国からの通知で、要綱廃止
後には協議会を続けるのか、廃止するのか、別の方法とするのかが問

われていた。当協議会では、昨年度来議論を行い今回の方針に至った
ということである。
　　　　質疑及び意見を終了。

討論は、反対討論なし。賛成討論なし。

採決の結果、議案第６１号尾張東部地区広域行政圏協議会の廃止につ

いては原案のとおり可決することに全員が賛成。

議案第６１号は原案のとおり可決。

議案第６７号

小池議員（提出者）　
議案第６７号長久手町議会の議員の定数条例の一部を改正する条例

について説明。

水野(竹)委員　議員定数２６人を求める請願４号が提出されたことはいつ知ったの
か。また、議案第６７号はいつ提出したのか。
小池議員　　　請願は１１月２４日の議会運営委員会（以下「議運」という。）に提
出されて知った。議案第６７号は１１月２４日に議長に提出したが、
意思決定したのはもっと前である。
水野(竹)委員　唐突ではないか。
小池議員　　　議運で検討してきたが、結果として１１月１２日の議運では、まとめ

られないという結論であった。それ以上の検討はできないということ
であった。決して唐突な提案ではない。
加藤委員　　　議運では何時間議論したのか。政治倫理条例をまとめた時には意見を

聞き、修正もして、何時間もかけて議論した。今回の定数条例では議

論が足らないのではないか。
小池議員　　　政治倫理条例では、細かい語句の検討が必要であった。定数について

はこれまでも議論し、今年度は６月２１日の議運に定数２減が提
案されてから７月６日、１０月２９日、１１月１２日の議運で議論し、
各委員がそれぞれの立場で意見を出し、方向が分かれてまとめ切れな
いということで、結論となっている。
加藤委員　　　合計の討論時間の答えはない。会派へ持ち帰って議論を積み上げるこ

とが足りなかったのではないか。
小池議員　　　議運での提案を受けて、会派ごとの検討がされたはずである。町民

クラブからの意見もあった。
加藤委員　　　今回の議案提案は各会派に説明したのか。説明を受けたのは一部の議

員だけではないのか。
小池議員　　　会派の方には説明したし、会派でも議論されたと聞いている。議員全

部に説明がなかったのでダメだというのは、本質の議論ではない。
加藤委員　　　小池議員は提案説明の中で、議会改革の中での定数の見直しは当然で
　　　　　　　あると説明したが、どういう意味か。また、２人削減による1,000万
　　　　　　　円の人件費を福祉施策等につかうことができるとの説明であったが、
　　　　　　　定数問題との整合性はないのではないか。
小池議員　　　具体的にという質問であったので、例として説明した。より多くの住

民の声を反映させるなど、議会機能を充実させためには何に経費を使

うべきかを考えなければならない。議員数が少なくとも、いかに多く

の住民の声を聞きとるかということにお金を使うべきと考える。
加藤委員　　　１８人ならば充実するのか。
小池議員　　　１８人でも今と同じ仕事ができるのならば、削減を考えるべきだ。定
数が現行のままならば自動的に議会機能が充実するわけではない。住

民説明会や意見聴取の場を設ける等の積極的な取り組みも必要だ。

１８人であれば、議会の機能が低下することはないと判断した。
加藤委員　　　議会の機能を充実させる改革を先にすべきだ。その上で１８人という

こともあり得るだろう。
小池議員　　　他の議会では、地域や学区で議会報告会を行っているところもあって、

そういうことに尽力することは必要であるが、その後に定数を扱うと
いった悠長なことは言っていられない。県下の議会では削減の動きが
進んでいる。仮に１８人になっても、2,800人／議員１人で、日進、

尾張旭より1,000人程度少ない状況だ。市を目指している東浦町も
１８人であり、当町としても当然の方向だ。
加藤委員　　　議員１人あたりの人口は、各市の事情もあり、根拠にはならない。削

減の請願が提出されているわけでもない。

小池議員　　　請願がないから議員が動かないというのはおかしい。住民の意見があ

れば発言するのが議員だ。
加藤委員　　　住民の中には別の意見もある。
丹羽委員　　　平成１８年６月議会に削減条例が上程された時の小池議員の反対の
趣旨は何だったか。
小池議員　　　議会は民意反映の場であり、十分な検討が必要で、審査の経過を町民

に知らせ、広く意見を求めるべきである、と発言した。
丹羽委員　　　各議員によっても、地域によっても住民の意見は違う。例えば、上郷
地区の議員は５人から１人に減った。長湫地区で人口が増加し、上郷

地区では減少している。区の意見もあるし地域の意見を代表する議員

も必要だ。
小池議員　　　上郷、岩作の人の意見も聞いているが、議員は小学校区から選出され

ているのではない。議員は町全体を考える必要があって、地域のこと

のみ熟知していればよいわけではない。
水野(竹)委員　議員が町全体を代表するといっても、地域性はあるのではないか。
小池議員　　　地域性はあるが、全ての地域の詳細を知ることは必要でない。アンテ
ナを張って意見を集約するということだ。
丹羽委員　　　現状がよいと考えるが、今後市への移行が想定されているので、もっ

と議論するべきでないか。
小池議員　　　議論を進めることには賛成してきたが、議運ではこれ以上の意見は出

されなかった。この場で議論するのがよい。
水野(竹)委員　削減条例の件は各会派に話をしたとのことだが、私になかったのはな

ぜか。
小池議員　　　２６人への引き上げを求める請願の紹介議員になっているので、１８

人には反対だと思い、連絡しなかった。
水野議員　　　反対者の意見も聞くべきだ。無会派の他の議員には話があった。
　　　　　　　また、２６人への引き上げを求める請願から、定数条例の提出までに

１週間が過ぎている。請願した住民は納得しないと思う。

小池議員　　　請願と議案は無関係であって、提出時期は問題ではない。
加藤委員　　　議案提出を会派に話したとのことだが、あくまで代表に話す必要があ

る。手順を踏まえるべきだ。
小池議員　　　会派に相談することは、議員提案の絶対条件ではない。その理由で受

けいられないというのは心外だ。
丹羽委員　　　私は提出することを聞いただけだ。議運では１８人という話はあった

のか。
小池議員　　　６月３日付の要望書「議員定数削減に関する引き継ぎ議論の決着につ

いて」では、４項目の内の１項目が２減を求めていたので、１８人も

議論の対象であった。
水野(竹)委員　一定の数の議員は必要で市になれば要望も増える。請願者は「２６人

に戻して市議会に送られたい。」との要望だ。いったん戻すのが筋だ。
小池議員　　　市であっても２０人より少ない議会はたくさんある。また、自治法の
　　　　　　　趣旨は、「２６人を上限に条例で定める」ことであって、２６人に戻

　　　　　　　す意味はない。
　　　　質疑及び意見を終了。

反対討論
加藤委員　　　削減案は、議運、各会派で十分議論されていない。一部の議員の意向
で上程されている。行政改革の一環で、１８人でも支障はないとのこ
とだが、町は財政力があり健全だ。今、削減すべき理由が説明されて
いない。９月議会で、町の職員定数枠の２８人増加を認めた一方で、
議会を削減するのは成り立たない。１０年後の人口は63,000人と推

定されていて、将来の市には最低２０人は必要だ。削減ではなく、住

民の付託にこたえられるように、議員が勉強して執行部をチェックし、
住民の声を反映させることが重要だ。削減すれば反映できる声も少な
くなり、執行部の行政運営もし易くなってしまう。したがって条例案
には反対。
賛成討論
吉田委員　　　無駄のない、開かれた議会は次代の町づくりの基本である。現状では
議会から町への提言は思うようにはならないし、町制の今以上の新進

展は想定されない。まずは身を切って議会を改革する必要がある。次

の選挙で１８人の議員が住民のみなさんの付託にこたえられれば、議
会のインターネット中継の早期実施、通年議会の開催、執行部の反問
権の実施、町民の議会モニターの設置などの実施を提案し条例案に賛
成。
採決の結果、議案第６７号長久手町議会の議員の定数条例の一部を改

正する条例については賛成少数で否決。

　　　　　（執行部退席）

請願第３号

水野竹芳議員　請願第３号長久手町議会議員報酬に関する請願書について説明。

　　　　質疑及び意見もなく終了。

討論は、反対討論なし。賛成討論なし。

採決の結果、請願第３号長久手町議会議員報酬に関する請願書につい
ては、挙手少数のため不採択。

請願第４号

水野竹芳議員　請願第４号長久手町議員定数等に関する請願書について説明。

　　　　質疑及び意見もなく終了。

討論は、反対討論なし。賛成討論なし。

採決の結果、請願第４号長久手町議会議員定数等に関する請願書につ

いては、挙手少数のため不採択。
請願第６号

原田秀俊議員　請願第６号地方自治体において明確にされた住民意思を尊重し国家

政策に反映することを政府に求める意見書提出に関する請願書につ
いて説明。

　　　　質疑及び意見を終了。

討論は、反対討論なし。賛成討論なし。

採決の結果、請願第６号地方自治体において明確にされた住民意思を

尊重し国家政策に反映することを政府に求める意見書提出に関する

請願書については、全員反対のため不採択。

　　　　　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。
　　　　　　　継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査す
ることを委員長が提案する。
　　　　　　　異議ないため、継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から
議長に申し出ることで全委員了承する。
　　　　　　　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認。

閉会宣言
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成２２年１２月１０日

総務まちづくり委員会委員長　金沢裕次郎
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